ポスト・スハルト期のインドネシアにおける国防政策 : 国防白書の分析を通じて(小林熙直教授・野副伸一教授退任記念号) by 増原  綾子
ポスト・スハルト期のインドネシアにおける国防政策
──国防白書の分析を通じて──
増　原　綾　子
The National Defense Policy in Post-Suharto Era’s Indonesia
: An Analysis of the Defense White Papers
Ayako MASUHARA
はじめに
　国防白書は、一国の国防政策や軍事力の状況を国民及び広く国際社会に対
して提示するための重要な文書の一つである。日本を含む多くの先進国では
毎年あるいは数年ごとに、定期的に国防白書が公刊されているが、発展途上
国で国防白書を公刊している国は必ずしも多くはない。本稿で議論するイン
ドネシアにおいても本格的な国防白書が公刊されたのはスハルト体制崩壊後
の２００３年である。国防白書の公刊は民主化と国軍改革の一環として行われた。
５年後の２００８年に国防白書は再び公刊され、現在、国防白書２０１３年版を公刊
するための作業が行われている。
　国軍が大きな政治的影響力を持ったスハルト体制期において、国軍は対外
防衛のためというよりは国内の治安維持をその主要な任務としていた。しか
し、スハルト体制が終わり、国内の政治情勢及び国際情勢が大きく変化する
中で、インドネシアの安全保障観や脅威認識は変化している。先行研究には
インドネシアの政軍関係を扱ったものは数多くあるものの、ポスト・スハル
ト期の国防政策を包括的に扱ったものはほとんどない。ポスト・スハルト期
においてインドネシアの安全保障観や脅威認識はどのように変化しているの
－１－
だろうか。そして、国防政策にはどのような変化が起きているのだろうか。
本稿はこうした問題意識の下に２００３年版及び２００８年版の国防白書を主な分析
対象とし、ポスト・スハルト期のインドネシアにおける安全保障上の脅威認
識や国防政策を見ていく。近年、南シナ海をめぐって中国とフィリピン、ベ
トナムといった ASEAN 諸国との対立関係がクローズアップされ、また、
ASEAN 政治安全保障共同体構想も進みつつある。こうした動きの中で、
ASEAN の域内大国としてのインドネシアの安全保障認識や国防政策を理解
する必要もあろう。
　本稿ではまず、２００３年版と２００８年版の国防白書の概要を、適宜解釈を加え
ながら説明する。その上でインドネシアの外交・国防をめぐる歴史を概観し
ながら、ポスト・スハルト期の安全保障観や脅威認識、国防政策の変化や連
続性について議論したい。
第１節　ポスト・スハルト期の国防白書
　本節では、２００３年版と２００８年版の国防白書の内容を見ていく。インドネシ
アをめぐる安全保障環境、脅威認識、国防政策の基本、国際協力、防衛力の
現状について、２００３年版と２００８年版とを適宜比較しながらまとめる１。
１．インドネシアをめぐる安全保障環境
　安全保障環境については、グローバル・レベル、リージョナル・レベル、
国内レベルごとに論じられている。
－２－
１　本稿は２００３年版国防白書と２００８年版国防白書を頻繁に参照するため、両文献は注ではな
く本文に出典を記載することとした。それ以外の文献の出典は注に記載する。なお、
２００３年版国防白書にはページ番号は付けられていない。概要（Ringkasan Eksekutif）の
最初のページを１ページとして、筆者自らページ番号を付けた。合わせて、ご了解され
たい。
────────────
（１）グローバル・レベル
　２００３年版国防白書では、冷戦後の世界について、エスニック紛争、テロリ
ズム、資金洗浄、人身取引、違法な取引、麻薬といった非伝統的な脅威が、
グローバル・レベルでもリージョナル・レベルや国内レベルでも安全保障に
対する大きな問題として台頭したことが強調されている。情報・テクノロ
ジーの進歩や急速なグローバリゼーションが起きつつある中、米同時多発テ
ロなどの国際テロリズムや越境犯罪の拡大がグローバルな治安情勢を不安定
にしているという。また、冷戦後に米国が超大国となったものの、ロシア、
EU、中国、日本といった大国も国際社会に影響力を与え得る勢力として存在
する。国連や非同盟諸国運動は国際的問題を解決する上で役割を果たしてい
るが、人間の安全保障に基づく国連の人道的介入については国家主権が侵害
される恐れがあることから、全ての国に受け入れられているわけではないと
主張する（２００３年版２２－２６頁）。
　２００８年版国防白書は、２００３年版と同様、テロリズムや越境犯罪に言及して
いるが、加えて大量破壊兵器の拡散やエネルギー需要の拡大、温暖化問題、
自然災害といった、多岐にわたるグローバル・イシューにも注目する。また、
国連の常任理事国はグローバル及びリージョナル・レベルでの安全保障に大
きな影響力を持っているが、リージョナル・レベルでは集団的勢力として 
EU と ASEAN が影響力を持つようになったことを強調している。特に 
ASEAN は東南アジア地域の集団的勢力として加盟国間の連帯を構築するこ
とに努力しており、同時に域外国との間にも友好関係を広げていると２００８年
版白書は高く評価する（２００８年版 ６－１５頁）。
（２）リージョナル・レベル
　リージョナル・レベル、すなわち東南アジア及びアジア太平洋地域におけ
る安全保障については、２００３年版白書はまず中国・台湾関係がこの地域の先
行きを不透明なものにしていると述べる。白書はまた、この地域における日
－３－
本の位置付けについて言及している。日本は国際的な経済的影響力の大きさ
ゆえに世界の安全保障上の安定に強い利害を持ち、リージョナル及びグロー
バル・レベルでの安全保障にも影響力を持っており、日本の政治的態度は常
に大国から考慮され、地域の安定にとってバランサーの一つになっていると
述べている（２００３年版２７－２９頁）。
　２００３年版白書が挙げるリージョナル・レベルにおける深刻な問題の一つに、
東南アジア海域、特にインドネシア海域における海賊あるいは強奪行為、人
身取引、不法移民、武器や爆発物の密輸がある。また、東南アジア地域には
南シナ海など国境が確定していない地域があり、マレーシア、シンガポール、
タイ、インド、フィリピン、ベトナム、パプア・ニューギニア、オーストラ
リア、パラオ、東ティモールの１０カ国と国境を接しているインドネシアは、
マレーシア、フィリピンなどとの間で国境線確定問題を協議するための二国
間の委員会を設けている（２００３年版２９－３３頁）。
　２００８年版白書は、テロリズム、国境を越えた治安への脅威、住民抗争を
リージョナル・レベルでの問題として挙げており、南シナ海の領有権問題に
ついても紛争の火種になっていると述べる。特に、海をめぐる安全保障の問
題を強調するようになった。インドネシアはマラッカ海峡の治安維持に直接
的な役割を果たす立場にあり、アジア大陸とオーストラリア大陸の間、イン
ド洋と太平洋の中間に位置して、スンダ海峡、ロンボック海峡、マカッサル
海峡といった戦略的に重要なチョーク・ポイントが存在する。ゆえに、この
地域における海の安全保障環境の安定はインドネシアが果たすべき責任であ
ると白書は主張する（２００８年版１５－１７頁）。
（３）国内レベル
　２００３年版白書においては、上述したグローバル・レベルやリージョナル・
レベルの安全保障環境に対してインドネシア国内の安全保障環境への言及は
格段に多く、詳細である。
－４－
　２００３年版で国内的な安全保障上の脅威として第一に挙げられているのは、
武装分離主義運動である。アチェ地域の「自由アチェ運動」（Gerakan Aceh 
Merdeka, 以下 GAM）とパプア地域の「自由パプア組織」（Organisasi Papua 
Merdeka, 以下 OPM）がインドネシア統一を破壊するゲリラ組織として挙げ
られている。次に、テロリズムが民族の安全と民主主義、市民社会を脅かす
ものとして指摘される。実際に１９９９年から２００３年にかけてインドネシアでは
ジャカルタやバリ島などで合計１５回のテロが起こった。テロに加えて、イン
ドネシアでは住民抗争も深刻であった。エスニック集団・宗教・人種などに
基づく排他主義と経済社会格差が住民抗争の原因となっており、マルク、中
部スラウェシ（ポソ）、カリマンタン（サンガウ・レド、サンピット、サン
バス）で起こった住民抗争２　は民族の連帯を破壊すると、２００３年版白書は懸
念する。他に、宗教やイデオロギーに基づく運動が急進化することで起こっ
た過激派集団の運動（過去に起きた例としては、ダルル・イスラーム運動、
PRRI／プルメスタ反乱、共産党によるマディウン事件や９・３０事件３）や社
会的暴動も安全保障環境に大きな影響を与えると白書は述べる（２００３年版３４
－３９頁）。
　海をめぐる治安への脅威についても２００３年版白書は言及している。インド
ネシアは１万７，５００以上の島４　から成る世界一の島国であり、領域の３分の
２は海である。海岸線は８万１，０００に及び、排他的経済水域は４００万であ
る。近年、インドネシアは海賊・強奪行為、ナビゲーション施設の不足及び
－５－
２　マルクやポソでは１９９９年からイスラーム教徒系住民とキリスト教徒系住民との間で暴力
的対立が続き、多数の犠牲者が出た。また、２００１年には中部カリマンタンで、原住民で
あるダヤク人とマドゥラ島からの移住民であるマドゥラ人とが対立し、前者が後者を虐
殺するという紛争が起こっている。
３　ダルル・イスラーム運動については注１４を、PRRI／プルメスタ反乱については注１６を、
マディウン事件については注１３を、９・３０事件については注１７を参照。
４　現在、インドネシアにおける島の数は１万３，４８７に修正されている。それでも世界最多で
ある。
────────────
盗難、海の汚染や生態系の破壊、密漁、不法移民、天然資源の違法な採取、
密輸、武器取引、違法に伐採された木材の密輸に悩まされており、密漁によ
る損失額は年間１８兆ルピア、違法な砂の採取による損失額は年間２兆ルピア
以上、違法伐採による損失額は３０兆ルピアであると、白書は説明している
（２００３年版３９－４０頁）。
　１９９９年から２００４年にかけては、東ティモールやアチェにおける分離独立運
動や、マルク、カリマンタン、ポソにおける住民抗争で国内の治安情勢は最
悪であった。２００３年版白書にはそうした治安情勢が反映されていたと言える。
しかし、２０００年代半ば以降、国内の分離独立運動や紛争の多くが収束して
いった。これを受けて、２００８年版白書では、安全保障上の関心が分離独立運
動や住民抗争から国境及び最周縁部に位置する小島の問題へと移っている。
国境付近に位置する小島の問題はインドネシアの領域確定にとって決定的に
重要でありながら、これらの島々の管理は最大限に行われているとは言い難
いと、２００８年版白書は述べる。多くの島には人が住んでおらず、自然環境の
厳しさから人が住めるような状況にはない。こうした島々を外国人に不法に
売ったり、貸したりする可能性があり、実際にいくつかの島は個人、特に外
国人によって管理されているという。こうした行為はインドネシア政府及び
インドネシア国民への脅威になり得ると白書は警告する（２００８年版１８－２２頁）。
２．脅威認識
　アジア大陸とオーストラリア大陸の間にあり、同時に太平洋とインド洋の
間にあるインドネシアはきわめて戦略的な地政学的位置にあり、他国の利害
にも大きく関わっている。ただし、こうした戦略的な位置にありながらも、
他国がインドネシアに侵攻する、もしくは軍事攻撃を仕掛けるといった可能
性は小さいと、２００３年版と２００８年版の両白書は想定している。では、白書は
どのような問題を脅威として認識しているのだろうか。
　２００３年版白書は、他国の侵略といった伝統的脅威は小さいが、その代わり
－６－
に非伝統的脅威は大きい、すなわち海外から来る脅威は非国家主体による組
織的な犯罪である可能性が最も高いと述べる。また、インドネシアは民主化
に伴ってガバナンスが不安定となり、国家による治安維持機能も弱くなった。
ゆえに白書は、国際テロリズム、分離主義運動、過激派の行為、住民抗争、
越境犯罪、不法移民、海賊・密漁などの海域における治安攪乱行為、ハイ
ジャックや領空侵犯などの空域における治安攪乱行為、違法な森林伐採や毒
物の不法投棄などの環境破壊、自然災害が、インドネシアにとっての脅威で
あると説明した（２００３年版４２－４６頁）。
　非伝統的脅威を強調していた２００３年版白書に対して、２００８年版白書は伝統
的脅威と非伝統的脅威という分け方ではなく、軍事的脅威と非軍事的脅威と
いう分け方を採用している。軍事的脅威としては他国からの軍事攻撃がある
が、これは起こる可能性が低い。より起こりやすい軍事的脅威としては他国
によるインドネシアの領土の侵犯がある。また、国内における武装反乱、ス
パイ行為、国際テロリズム、海や空の治安攪乱行為、住民抗争といったもの
も軍事的脅威として挙げられている（２００８年版２７－３１頁）。
　２００８年版白書が挙げる非軍事的脅威は、イデオロギー脅威、政治的脅威、
経済的脅威、社会文化的脅威、情報・テクノロジー面での脅威、自然災害の
ような公共の安全面での脅威と、幅広い。イデオロギー的脅威の代表的なも
のは共産主義イデオロギーである。共産主義思想はグローバルな影響力をも
はや持たないが、こうした思想をもった人々がその姿を変えて社会の中に入
り込み、脅威になり得ると白書は警告している。その他に、イスラーム国家
設立を目指す集団も脅威であるという（２００８年版３２頁）。
　政治的脅威は国外及び国内双方から来る。国外からの脅威は、外国の脅迫、
煽動、政治的封じ込めといった形をとる。民主化や人権面での圧力も国外か
らの政治的脅威である。国内からの政治的脅威は、政府を倒す、あるいは弱
体化させるために大衆動員を行うことである。武力を用いない分離主義運動
はしばしば国際社会に働きかけるが、武力を用いないがゆえにそれへの軍事
－７－
力の行使は難しく、政治的脅威になっていると白書は述べる（２００８年版３３－
３４頁）。
　経済的脅威にはインフレ、高い失業率、不十分なインフラ、国際競争力の
低下、外国への高い依存などがある。社会文化的脅威には国内からのものと
国外からのものとがあり、国内的な社会文化的脅威としては貧困、無知、後
進性、不公正などがあり、これらは分離主義運動やテロ、暴力の温床となる。
外国からの社会文化的脅威とは、例えば個人主義といった外国の価値観がイ
ンドネシアに浸透し、インドネシアの価値観に影響を与えることであるとい
う（２００８年版３４－３８頁）。
３．国益と国防システム
　インドネシアにおける不変的性格の国益とは、主権と国家の一体性を守り、
あらゆる脅威から国民の安全と尊厳を守ることである。これは２００３年版白書
でも２００８年版白書でも一貫している。差し迫った性格の国益とは、２００３年版
では国家の安定を損なう現実的な脅威――特に越境的性格の非伝統的脅威や
国内で生じている諸問題――から国家と国民を守ることであるという（２００３
年版４８－４９頁）。
　インドネシアの国防システムは、全体防衛システム（Sistem Pertahanan 
Semesta）と呼ばれるものである。それは３つの要素、すなわち主要要素
（Komponen Utama）、予備要素（Komponen Cadangan）、補助要素（Kom-
ponen Dukungan）から成る。主要要素とは国軍であり、予備要素と補助要素
は一般国民を広く含む概念である５。また、全体防衛システムには２つの機
能、すなわち軍事的防衛機能と非軍事的防衛機能がある。軍事的防衛機能は
国軍によって担われ、戦争軍事作戦と戦争以外の軍事作戦から成る。非軍事
的防衛機能は民間人を含む国民及び国家資源を総動員するものである（２００３
－８－
５　予備要素と補助要素については、「６．防衛力の概要」のところで説明する。
────────────
年版４５－４８頁）。
　国軍が担う軍事的防衛機能のうち、戦争軍事作戦（Operasi Militer Perang, 
以下 OMP）とは、他国からの侵略や攻撃に対抗するための軍事作戦である。
戦争以外の軍事作戦（Operasi Militer Selain Perang, 以下 OMSP）とは、他
国の侵略や攻撃に対抗する以外の軍事作戦であり、それは主に武装分離主義
運動、越境犯罪、支援、人道、平和維持に対処するための任務である。
OMSP について、国軍はそれを国内外で担ってきた長い歴史を持ち、２００２年
の国防法６　においても国軍の任務として定められたと、２００３年版白書は述べ
る（２００３年版５０－５１頁）。
　次ページの図１は、２００３年版白書における脅威段階に応じた国軍関与のモ
デルである。
　脅威レベルが「危険」（rawan）の状態は低いレベルの紛争状態であり、こ
れには武装反乱や拡大した住民抗争、大規模な暴動が含まれる。ポソ、マル
ク、中部カリマンタン、西部カリマンタンで起こった紛争がそれにあたる。
脅威が「危機的」（gawat）状態にまで高じた場合には当該地域は「軍事非常
事態」（Keadaan Darurat Militer）となる。脅威段階が「戦争非常事態」（Kea-
daan Darurat Perang）、すなわち二国間の紛争になるまでは国軍は OMSP で
対処し、戦争非常事態においては OMP で対処する（２００３年版５４－５５頁）。
　２００３年版白書は、国軍の OMSP 任務と警察の任務が重複しているのでは
ないかとの意見があることを認めながらも、警察の任務は秩序維持であり、
軍の任務は脅威の克服であることから、両者の役割が混同されることはない
と主張する。同時に、どこまでの脅威段階が国軍の管轄と責任の範囲である
－９－
６　Undang-undang No. 3 Tahun 2002 tentang Pertahanan Negara. 戦争以外の軍事作戦につ
いては第１０条第３項ｃに定められている。法律の全訳は、増原綾子「インドネシアにおけ
る政軍関係の変容――２００２年国防法及び２００４年国軍法に注目して――」『アジア研究所紀
要』（亜細亜大学アジア研究所）第３８号（２０１２年２月）、１４７－２０７ページの付録に掲載され
ている。
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かについて、また脅威段階に応じた国軍と警察との協力のあり方について規
定される必要があるとも述べている（２００３年版５１－５３頁）。しかし、その後、
国軍の OMSP 任務と警察の任務について役割分担や協力をめぐる制度化は
進んでいない。
　次ページの図２は、２００８年版白書における紛争の度合いと国軍の関与に関
する図である。
　図１は上でも指摘した通り、国家警察と国軍の任務が重複する印象を与え
やすい図であったが、図２は、「国家警察」「国軍」という言葉を図から省く
ことによって両者の任務が重複する印象を与えないよう描かれている。しか
も実線の引かれ方を見ると、国軍が平和時においても軍事的防衛機能を担う
余地が存在する。なぜこのように図が変わったのか、２００８年版白書に説明は
－１０－
図１．脅威段階に応じた国軍の関与モデル（２００３年）
（出典）Buku Putih Pertahanan 2003, p. 54.
記載されていない。
４．国防政策の概要
（１）２００３年版白書――非伝統的脅威への対処としての国防政策
　２００３年版白書は、伝統的脅威への対処においてインドネシアは最大限平和
的な解決を模索し、できる限り武力の行使は避けるとしている。すなわち、
信頼醸成や予防外交といった外交的手段を最大限活用するということである。
軍事力の行使は平和的手段が効を奏さなかった場合の最後の手段である
（２００３年版５５－５６頁）。これについては、２００８年版白書でも同様の立場をとっ
ている。２００３年版白書において紙幅が割かれているのは非伝統的脅威への対
－１１－
図２．紛争のスペクトラムと防衛要素の関与（２００８年）
（注）実線（斜線）よりも上が軍事的防衛機能（＝国軍が担う）、実線よりも下が非軍
事的防衛機能
（出典）Buku Putih Pertahanan 2008, p. 49.
処である。特に国内におけるテロ対策、武装分離主義運動の鎮圧、過激派グ
ループや住民抗争への対処が国防政策として論じられている。
　テロ対策にあたっては、「先制」（国内におけるテロリストの拠点の徹底的
な根絶とそのための情報収集能力の向上）、「予防」（VIP や政府機関、重要
な国家施設が被害に遭わないようにする）、「鎮圧」（テロ・ネットワーク及
びテロ拠点への攻撃のための軍事作戦）、「回復」（テロ活動の影響を受けた地
域の状態を回復させる）の４つを重視している。テロ対策のための他国との
協力は必要であるが、あくまで自立的な態度を保ち、決定を行うのはインド
ネシア政府である。他国から情報提供は受けるものの、他国の指示の下でテ
ロ対策が行われることはないと白書は主張する（２００３年版５７－６１頁）。
　武装分離主義運動の鎮圧について、２００３年版白書はアチェとパプアに言及
する。アチェについては、GAM と政府との間で２００２年１２月９日に停戦合意
がジュネーブで調印されたが、この協定が履行されない場合にはインドネシ
ア政府は国家主権と国家領域の一体性及びアチェ市民の安全を守るために別
の措置をとらざるを得ないと述べている。またパプアについても、政府は 
OPM に対して説得的アプローチを優先的に行ったが、このアプローチは 
OPM から肯定的な反応を得られず、政府はより効果的な別の方法を検討し
ていると述べる（２００３年版６１－６４頁）。分離独立運動に対して強硬な態度で臨
んでいた当時の国軍の姿勢が白書に反映されていることがわかる。
　過激派の行為としては、ダルル・イスラーム運動、１９４８年と１９６５年の共産
党反乱、１９８１年のバンコク・ドンムアン空港でのガルーダ機ハイジャック事
件といった過去の例を挙げつつ、ポスト・スハルト期になって過激派は自由
な機会を得て台頭していると、２００３年版白書は警告する。過激派の煽動に
よって無政府的な大衆デモが公共の施設を破壊したり、住民抗争が長引いて
おり、あるいはそれが２００２年１０月のバリ島テロなどと結びついており、国軍
はこうしたグループを抑えるために警察を補助するという立場で OMSP 任
務を行うと述べる（２００３年版６４－６５頁）。また、中部スラウェシやマルク、カ
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リマンタンにおける住民抗争の鎮圧や社会暴動への対処についても、政府及
び警察への支援という立場で国軍は関与するという（２００３年版６６－６７頁）。
　海上における治安と法秩序の維持も国軍の主要な任務の一つとして白書の
中で位置付けられている。海上での強奪行為及び海賊に対しては東南アジア
地域各国と連携する必要があり、すでに国家間協力はシンガポール、マレー
シア、日本などとの間で行われている。また、不法移民の問題や木材の違法
伐採、密輸についても、マレーシア、フィリピン、パプア・ニューギニアな
どと協力して国境での監視・治安維持活動が継続されることが必要であると
白書は述べている（２００３年版６７－７０頁）。
　国軍の任務には地方政府が抱える困難への対処も含まれるが、それには地
方政府の要請に応じるという形式と国軍奉仕活動（Bhakti TNI）という形式
とがある。前者には、暴動やテロ、住民抗争を鎮圧するために警察を支援す
る任務や、自然災害時の人道支援任務などがある。国軍奉仕活動は１９８０年か
ら続けられているもので、国軍は道路、橋、教育施設、宗教施設、保健関連
施設、灌漑、市場、住宅などの建設や補修に関わり、また遠隔地に生活必需
品・医薬品・医療サービスを送り届け、森林再生活動への支援や奥地住民へ
の教育プログラム支援を行ってきたという。国軍の領域構造７　はこうした任
務を実施するための受け皿（wadah）であり、道具（alat）となってきた。国
軍の領域組織は現在も有効であり、国防環境と国防要請に従って完全なもの
になりつつあると白書は主張する（２００３年版７０－７４頁）。
（２）２００８年版国防白書――国内紛争への対処から国境地域の治安維持へ
　先に見たように、２００３年版白書はテロ、武装分離主義運動、住民抗争、海
上における治安攪乱行為などを非伝統的脅威として位置付け、それへの対処
－１３－
７　領域構造（Territorial Structure）は陸軍の地方軍管区制度を指す。スハルト時代には国
家による国民の管理の道具として使われた経緯があり、ポスト・スハルト期になって廃止
が要求されている。地方軍管区制度については次節で説明する。
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を国防政策の中心に据えていた。しかし、その後、これらの脅威――特に武
装分離主義運動や住民抗争といった国内紛争――が実際に大きく減じたこと
を受けて、２００８年版白書はそうした脅威を強調しなくなった。また、２００３年
版白書は分離主義運動には OMSP（戦争以外の軍事作戦）で対処すると主張
していたのに対して、２００８年版は分離主義運動への対処としては非軍事的防
衛の役割が大きいと述べている。すなわち、紛争地域における社会的リー
ダーや宗教指導者が分離主義運動を抑える上で大きな役割を果たすというこ
とである。その上で２００８年版白書は、アチェの分離主義運動がインドネシア
政府とアチェ社会による平和的対話アプローチで解決されたことを高く評価
し、これはインドネシアの他地域における紛争解決のモデルになると謳う。
また、アチェ和平プロセスを支援した国際社会に対しても感謝の念を表明し
ている（２００８年版６５－７５頁）。
　国内紛争に代わって２００８年版白書で国防政策の中心に位置付けられるよう
になったのは、国境と最周縁部の小島の治安維持である。インドネシアの最
周縁部に位置する９２の小島のうち、１２島が国防上の優先順位の高い島である
と、２００８年版白書は述べる。その１２島とは、東ヌサトゥンガラ州サウ海のバ
テック島（Pulau Batek）、パプア州太平洋上のブラス島（Pulau Bras）、東ヌ
サトゥンガラ州インド洋上のダナ島（Pulau Dana）、西イリアンジャヤ州８　太
平洋上のファニ島（Pulau Fani）、パプア州太平洋上のファニルド島（Pulau 
Fanildo）、北スラウェシ州スラウェシ海のマラムピット島（Pulau Marampit）、
マロレ島（Pulau Marore）、ミアンガス島（Pulau Miangas）、リアウ諸島シ
ンガポール海峡に位置するニパ島（Pulau Nipa）、ナングロ・アチェ・ダルサ
ラーム州インド洋上のロンド島（Pulau Rondo）、東カリマンタン州マカッサ
ル海峡のスバティック島（Pulau Sebatik）、リアウ諸島・南シナ海上のスカ
トゥン島（Pulau Sekatung）である（２００８年版５１－５６頁）。
－１４－
８　現在は「西パプア州」と改称されている。
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　２００８年版白書は、国境地域や小島における部隊の配置は重要な「領域機能」
の一つであると主張する。しかし、隔絶された国境地域や小島での任務は困
難を極めるという。交通・通信手段がほとんどなく、インフラも整備されて
おらず、人が住んでいない島さえあるからである。こうした理由から、９２の
小島の中には国軍の詰所が置かれていない島もあり、ダナ島のようにあまり
に小さいがために波の危険性が高く、詰所の設置そのものが不可能な島もあ
る。このような困難があるため、部隊の配置のみならず海軍や空軍による定
期的なパトロール活動も行われるようになったが、こうしたパトロールは不
法移民、密輸、海賊対策としても有効であると白書は説明する（２００８年版５６
－５７頁）。
　上述した通り、２００８年の白書では非軍事的脅威としてイデオロギー的脅威、
政治的脅威、経済的脅威、社会文化的脅威などが多岐にわたって挙げられて
いたが、特にイデオロギー的脅威については、パンチャシラ・イデオロギー
を脅かすような外的イデオロギーの浸透を阻み、国軍の社会奉仕プログラム
を通じて部隊の担当地域ごとにパンチャシラ再活性化のための社会的コミュ
ニケーション活動を推奨していると白書は説明する（２００８年版８２－８３頁）。こ
うした立場は、パンチャシラ・イデオロギーを公定イデオロギーとして神聖
化していたスハルト体制期の軍の立場とほとんど変わっていない。
５．国際社会との協力
　インドネシアの国益は世界の平和と地域の安定にも関係しており、インド
ネシアは国連、非同盟諸国運動、イスラーム諸国会議機構の加盟国としての
立場で、紛争の平和的解決や人々の福祉向上のための国際協力において役割
を果たしている（２００８年版３９頁）。インドネシアは国連平和維持任務を１９５７
年以来、積極的に行っており、１９５７年から２００７年までの５０年間にわたり、１
万８，３８１人の人員を約２０カ国・地域に派遣してきた。２００８年時点では、グル
ジア、シエラレオネ、コンゴ、リベリア、レバノンに部隊を派遣している
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（２００８年版１５２－１５５頁）。
　２００３年版白書では国際的な防衛協力については二国間協力の説明がほとん
どであった。主に東南アジア各国や近隣諸国との二国間協力に紙幅が割かれ
ている。
　シンガポールとは陸・海・空軍による定期的な合同軍事演習を行っており、
二国間で利用できる訓練地域に関する軍事訓練地域協定も結ばれ、テロリズ
ム、海賊などの越境犯罪でも協力が行われている。マレーシアとの防衛協力
については、両国間の国境付近における治安問題に対処するための国境委員
会が設置されており、国境付近の治安維持活動でも協力している。合同軍事
演習も行われており、テロや海賊対策などでも協力している。フィリピンに
対しては、インドネシアはモロ問題に関する国際監視団の一員として軍人を
派遣した。タイはアチェへの武器密輸といった越境犯罪を解決する上でイン
ドネシアを支援している。
　パプア・ニューギニアとの関係では、OPM のゲリラがインドネシア国軍
の掃討作戦から逃れるために同国領内に侵入するといった問題があり、共同
国境委員会を設置しているという。東ティモールとの間では、インドネシア
領内にある東ティモールの飛び地であるオエクシをめぐって国境問題が存在
し、人やモノの移動をルール化し、また国境線確定のための交渉が二国間で
進められている（２００３年版７７－８１頁）。対オーストラリア関係には波があり、
１９９９年の東ティモール問題で両国関係は最悪となったが、近年になって越境
犯罪やテロ、不法移民の問題で協力関係を深めつつある。
　大国との協力関係についても言及がなされている。中国とは１９９０年の国交
正常化以来、防衛分野での協力関係に前進があり、インドネシア国軍の装備
調達先として中国は有望であるという。米国との防衛協力は１９５０年以来、
IMET（国際軍事教育訓練）及び Expanded IMET（拡大国際軍事教育訓練）
の枠組で行われてきたが、１９９９年に IMET は凍結され、装備調達は非殺傷兵
器に限定されることになった９。しかし、同時多発テロ後、当時のメガワ
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ティ（Megawati）大統領が米国を訪問し、ブッシュ大統領との間で安全保障
対話の開催で合意した。２００２年５月にはマトリ（Matori Abdul Djalil）国防
相が米国を訪問し、２００３年初めに IMET 再開でラムズフェルド国防長官と
合意した（２００３年版８１－８４頁）。
　上のように、２００３年版白書では二国間、特に近隣諸国との間で行われる国
際協力への言及が中心であったが、２００８年版白書では二国間協力に先んじて
紙幅を割いて ASEAN の枠組での協力関係を論じている。ASEAN の強調は
国際協力の箇所でのみならず、２００８年版白書の随所で見られる。白書は、東
南アジア地域が平和で、安定し、繁栄した地域となるように、ASEAN の
一員としてのインドネシアが役割を果たしてきたことを強調する。また、
ASEAN 経済共同体、ASEAN 文化共同体、ASEAN 政治安全保障共同体
（APSC, ASEAN Political-Security Community）の設立でもインドネシアは
尽力しているという（２００８年版４３頁）。
　次ページの図３は２００８年版白書におけるインドネシアの国際社会認識の概
念図である。インドネシアは安全保障上、自らを ASEAN の一部として位置
づけ、ASEAN とグローバル社会の間に ASEAN＋６を置いており、自国の
安全保障の観点からこれを重視していることがわかる１０。
　ASEAN の枠組での防衛協力のみならず、インドネシアは ASEAN 諸国と
二国間関係に基づく防衛協力を行っている。それは特にマラッカ海峡の治安
維持面で成果を生んでいると白書は述べる。インドネシアがマレーシア、シ
ンガポールとともに行っている共同パトロール活動（Malsindo Coordinated 
－１７－
９　東ティモールにおけるインドネシアからの独立の是非をめぐる１９９９年の住民投票の際に、
国軍がインドネシア残留派の民兵を支援し、民兵が起こした騒乱で多くの犠牲者が出た
ことによるもの。
１０　ASEAN ＋６は、ASEAN 加盟国に中国、日本、韓国、インド、オーストラリア、ニュー
ジーランドを加えた枠組である。政治・安全保障を議論する ARF（ASEAN 地域フォー
ラム）ではなく、ASEAN ＋６が挙げられている理由については特に説明はない。
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Patrol）は成功を収めつつあり、沿岸国以外の国によるパトロール活動への
直接的な関与は必要ないと述べ（２００８年版１４２－１４３頁）、域外国の関与の動き
を牽制している。
　ASEAN 域外国との防衛協力については、２００３年と比べると大きく進展し
たことが２００８年白書からわかる。２００２年以来、米国との関係が大きく改善し
たことを受けて、２００８年版白書は米国との防衛協力の進展について詳細に報
告している。特に二国間での防衛対話（USIBDD）では、諜報、作戦、兵站、
コミュニケーションなどに関する技術的な協力フォーラムを毎年行っており、
テロとの戦いにおいては諜報面での情報交換を通して両国の協力関係を具体
的に進展させたという（２００８年版１４６－１４７頁）。それ以外の大国とも二国間の
防衛協力を着々と進めている。オーストラリアとは、２００６年１１月にテロ対策
や海上安保など９つの分野で安全保障協力枠組合意が調印された。また中国
との防衛協力では、２００５年４月に戦略的パートナーシップに関する共同声明
に署名し、２００６年７月には二国間の防衛対話を開催、２００７年１１月には両国の
国防相により協力合意が調印された。インドとの防衛協力では、２００１年に調
－１８－
図３．２００８年版国防白書におけるインドネシアの国際社会認識
（出典）Buku Putih Pertahanan 2008, p. 85.
印された防衛分野の協力合意を２００７年１２月にインドネシア国会が批准し、さ
らに防衛対話、アンダマン海のパトロール調整、教育訓練分野、軍高官同士
の意見交換、防衛産業でも協力が前進した。ロシアとの間では装備、兵站、
技術支援の分野で防衛協力が進められており、２００６年１２月には軍事技術と著
作権保護で協力する覚書が調印されたという（２００８年版１４７－１５０頁）。
　また、２００４年１２月のアチェ及びニアス島における地震と津波被害や、ジョ
クジャカルタ、パガンダラン、ベンクルーなどで起きた災害で ASEAN 加盟
国及びその他の国々から軍事協力や人道援助を受けたことについて白書は感
謝の念を表明し、自然災害における協力の重要性を強調している（２００８年版
１５０－１５１頁）。
６．防衛力の現状
（１）国防予算
　表１と表２は、それぞれ２００３年版白書と２００８年版白書における国防予算で
ある。１９９９年から２００８年の１０年間で国防予算はほぼ３倍に伸びているが、対 
GDP 比で見ると０．８～０．９％前後、総国家予算に占める国防予算の割合で見
ると３～４％で、ほぼ一定している。
－１９－
表１．インドネシアの国防予算（１９９９－２００２年） 単位：１０億ルピア
２００２年２００１年２０００年１９９９年
９，８７４．８３９，１５０．９７６，５９４．４２８，３０７．４３経常予算
２，８８０．１１２，５２０．８５１，９４５．３１１，７５６．７６開発予算
１２，７５４．９４１１，６７１．８２８，３３９．７３１０，０６４．００国防予算総額
０．７６％０．６０％０．８５％０．８９％対 GDP 比率
３．７１％３．２９％３．８０％４．３４％
総予算に占める
国防予算の割合
（出典）Buku Putih Pertahanan 2003, p. 99 より筆者作成。
　２００３年版、２００８年版白書とも、予算面で教育やインフラ整備などが優先さ
れ、国防予算が少ないことを嘆く。また、上の表でも明らかなとおり、国防
予算全体のうち人件費が多くを占める経常予算が大きく、装備調達に使える
開発予算の割合は低い。このことは、国軍のプロフェッショナルな能力を高
める上でプログラムの大きな変更を難しくしていると白書は訴える。しかし、
開発予算の割合は増加傾向にある。国防予算総額に占める開発予算の割合は、
１９９９年には１７．５％だったが、２００２年には２２．６％、２００５年には３９．４％、その後
再び下がり、２００８年には３１．１％であった。白書はまた、多くの東南アジア諸
国の防衛費が GDP 比１％以上であり、３～５％の国もあることを指摘した
上で、広大なインドネシアの防衛は GDP 比１％以下の予算規模では難しく、
最低でも GDP 比２％程度は必要であると主張する。１０～１５年のうちに 
GDP 比２％程度の国防予算を実現したいと白書は述べる（２００３年版９８－１００
頁、２００８年版１６３－１６６頁）。
（２）防衛力の概要と開発
　インドネシアの防衛力は、主要要素、予備要素、補助要素の３つから成る。
防衛力の主要要素である国軍の総兵力は２００３年で３４万６，０００人であり、２億
－２０－
表２．インドネシアの国防予算（２００５－２００８年） 単位：１０億ルピア
２００８年２００７年２００６年２００５年
２３，２１０．４４２２，７０１．３５１８，６３１．２６１４，０１２．６２経常予算
１０，４６８．５５９，９３８．７１９，５９７．９２９，０９５．４８開発予算
３３，６７８．９９３２，６４０．０６２８，２２９．１８２３，１０８．１０国防予算総額
０．７９％０．９２％０．９３％１．０５％対 GDP 比率
４．２３％４．２７％４．３６％５．８１％
総予算に占める
国防予算の割合
（出典）Buku Putih Pertahanan 2008, p. 163 より筆者作成。
２，０００万人の人口の０．１５％である。うち、陸軍は２６万５，０００人、海軍は５万
７，０００人、空軍は２万４，０００人である（２００３年版８５ページ）。予備要素は、医
療・化学・交通の専門家や、電気技術者・機関士・パイロット・航空機整備
士など技術者を中心に選抜して編成するとしている。２０年間で１６万人規模と
し、２０２９年までに全ての県・市に１大隊置くことを目指すとしている。補助
要素は、国家警察の一部（機動部隊 Brimob）及び軍事訓練を受けた国民
（自警団 Hansip や 警備員 Satpam、学生連隊 Menwa、ボーイスカウト 
Pramuka）などから成る。現在のところ補助要素はまだ具体的に整備されて
いないが、今後、国家開発の計画に沿って整備されるという（２００８年版１１７頁、
１３３－１３８頁）。
　白書は、外国の侵略の脅威が相対的に小さいこと、予算が限定されている
こと、また越境犯罪や国内における脅威が大きいことから、「最小必要基礎
戦力」（minimum required essential forces）を実現するための防衛力整備を
進めていると説明する（２００３年版８７－８８頁）。主要装備（Alutsista, Alat Utama 
Sistem Senjata）は深刻な老朽化の問題に直面しているが、国防予算が限ら
れていることから装備の近代化は遅れているという。そのことは国軍の能力
とプロフェッショナリズムの構築にマイナス面での大きな影響を与えている
と白書は主張する（２００８年版９７－９８頁）。
　２００８年版白書は、国軍人員の増員ではなく主要装備の近代化を優先的に進
めるつもりであると述べる。また、将来的には３軍を統合した統合軍（Tri-
Matra Terpadu）をつくるコンセプトがあるという（２００８年版１３２－１３３頁）。
　陸軍は現有兵力を維持しつつ、機動性に優れた部隊にする方向性で整備を
進めている。戦闘部隊である陸軍戦略予備軍（Kostrad, Komando Cadangan 
Strategis）には新しい歩兵師団を創設する。空挺歩兵大隊、急襲歩兵大隊、
空中機動歩兵大隊、機械歩兵大隊から成り、作戦地域に迅速に展開できるよ
う整備される。また、全ての地方軍管区司令部（Kodam, Komando Daerah 
Militer）には１歩兵旅団が配置され、また機動性を高めるためにヘリを中心
－２１－
とした陸軍航空中隊が配置される。今後の整備の方向性としては、人ではな
くテクノロジーに重点を置いたものとし、人員の多さでなくクオリティを追
求していくこと、部隊の機動性を高め、装備についても輸送用航空機などを
中心として近代化を進めていくという（２００８年版１２２－１２５頁）。
　海軍は高速巡視船が各地域にバランスよく配備されることを優先して整備
を進めている。最小必要基礎戦力を実現するための船隻数は２７４であり、そ
れは大きく撃退用、巡視攻撃用、支援攻撃用から成る１１。広い海域をパト
ロールするために海軍用航空機も１３７機必要であるという（２００８年版１２６－１２８
頁）。
　空軍力は３軍による軍事作戦の要となるため、その整備は重要である。使
用期限に達した装備が少なからずあり、特に攻撃機の交換が高い優先順位で
進められている。急襲追跡部隊を９飛行中隊編成し、４ヘリ飛行中隊も編成
されつつある。全インドネシア領域をカバーできるような有効なレーダーシ
ステムの構築も進められている（２００８年版１２９－１３１頁）。
（３）防衛産業の育成
　インドネシアは装備や防衛設備の調達で自立性を高めるべく努力を傾けて
きた。テクノロジー分野で外国への依存度がきわめて高く、外国による装備
の禁輸措置に対して脆弱なためである。
　１９８３年以来、インドネシアでは以下の企業が防衛産業を担ってきた。
PINDAD 社は小型武器、重火器、銃弾、攻撃用車両などを製造している。
PAL 社はコルベット艦、巡視船、揚陸艦建設・補修施設、タンカー、ドック
などを製造している。DI 社は、固定翼輸送機、ヘリコプター、海上パトロー
ル機、偵察機、演習機を製造し、航空機の整備・補修を行っている。LEN 
－２２－
１１　２０１０年時点で海軍の船隻数は１１６であり、しかもその１７％しか使えない状態にあるとい
う。International Institute for Strategic Studies, The Military Balance 2010, London: 
Routledge, 2010, p. 385, pp. 406-407.
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社は軍装備コントロールシステム、操作システム、レーダー、ソナーなどを
製造しており、DAHANA 社は爆発物を製造している。インドネシアの防衛
産業を発展させるために、ドイツなど複数の国が支援の用意があると表明し
ているという（２００８年版１５６－１６２頁）。
第２節　ポスト・スハルト期における国防政策――変化と連続性
　本節では、前節の国防白書の内容を踏まえながら、ポスト・スハルト期の
国防政策について、それ以前の国防政策との変化と連続性という観点から分
析を行う。
１．変わる脅威認識、変わらない国防システム
　インドネシアは植民地宗主国オランダとの独立戦争を経て独立した国であ
る。独立戦争の経験はインドネシアの国防システムの性格に決定的な影響を
与えた。国軍と国民が一体となって国防を担うという国防システムの基本概
念が独立戦争時につくられたからである。１９４５年８月１７日の独立宣言と同時
に発布されたインドネシア共和国憲法（１９４５年憲法）の第３０条では、全ての
インドネシア国民は国家を防衛し、治安を維持する権利と義務を有すると
定められた。そして、独立直後の１９５０年代初めにこの規定に基づいて全体国
民治安防衛システム（Sishankamrata, Sistem Pertahanan Keamanan Rakyat 
Semesta）という国防概念が生まれたが、これには独立戦争の経験が色濃く
反映されていた。当時、生まれたばかりのインドネシア国軍は近代的な装備
を持たず、寄せ集めの軍隊であったために、独立のためには国軍と国民が総
力を挙げて戦わざるを得なかったからである。ゲリラ戦を行う国軍兵を地域
住民が全面的に支援することこそが、あるべき国防の在り方であるといった
考え方が独立戦争以降も軍内では支配的であり続けた。そして陸軍部隊が地
域・地区ごとに置かれる「領域構造」を正当化する際に現在でもしばしば用
いられる論理となっている１２。
－２３－
　こうした独立戦争の記憶が色濃く残る中、１９５０年代から１９６０年代半ばまで
インドネシアは国内の脅威と対外的な脅威と常に隣り合わせであった。独立
戦争中、そしてそれ以後もインドネシアは国内における反乱に悩まされ、反
乱の多くはインドネシアの外にいる「敵」と密接につながっていると認識さ
れていた。共産党政権の樹立を目指したマディウン事件（１９４８年９～１０月）１３、
イスラーム国家樹立のための武装反乱であるダルル・イスラーム運動（１９４９～
１９６５年）１４、インドネシア共和国からの離脱を望んだ南マルク共和国運動
（１９５０年）１５、地方政府及び地方軍が中央政府に対して反旗を翻した PRRI／
プルメスタ反乱（１９５６～１９６１年）１６、共産党によるクーデタ未遂事件である９・
３０事件（１９６５年９月）１７といった内乱のうち、ほとんどが外国との結びつきの
－２４－
１２　Ibid., p. 384.
１３　独立戦争中であった１９４８年９月、東部ジャワのマディウンで共産主義者が革命政府の樹
立を宣言した。それに対して、スカルノ（Sukarno）大統領は共産党によるインドネシア
共和国転覆を目論むクーデタであると発表し、国軍による鎮圧作戦で１０月末にはほぼ鎮
圧された。この混乱に乗じて、同年１２月にオランダが第二次侵攻を行い、スカルノら政府
要人を捕虜とした。
１４　同じく独立戦争中の１９４９年、西部ジャワでカルトスウィルヨ（Kartoswirjo）がインドネ
シア・イスラーム国の樹立を宣言して始まり、南部スラウェシでもカハル・ムザッカル
（Kahar Muzakkar）が呼応して武装運動を開始した。北部スマトラのアチェもダウド・
ブレエ（Daud Beureueh）の指導の下にイスラーム法の適用を求めて中央政府に抵抗した。
国軍が鎮圧作戦を行い、これらの反乱は１９６５年までにほぼ収束した。
１５　インドネシア独立直後の１９５０年４月、インドネシア共和国からの分離独立を目指して、マ
ルク諸島のアンボンで南マルク共和国樹立の宣言が出された。抵抗運動はすぐに鎮圧さ
れたが、グループの一部はオランダに逃れて独立運動を続けた。
１６　１９５６年頃から西部スマトラ、北部スラウェシなどいくつかの地域の地方政府と地方軍管
区司令部が、中央政府の予算配分政策やスカルノ大統領の共産党への傾斜を批判し、１９５８
年２月にインドネシア共和国革命政府（PRRI, Pemerintah Revolusi Republik Indonesia）
の樹立を宣言した。米国は限定的ながらこの反乱を秘密裏に支援していた。国軍による
鎮圧作戦で１９６１年までには反乱は平定された。
１７　１９６５年９月３０日の未明から翌１０月１日にかけて、首都ジャカルタで大統領親衛隊を中心
とする共産党系の中堅将校が陸軍高官の私邸を急襲し、６人の将軍を拉致、殺害した。
同時に革命評議会の樹立を宣言した。スハルト（Suharto）陸軍戦略予備軍司令官が指揮
────────────
下に起こった――マディウン事件とソ連、南マルク共和国運動とオランダ、
PRRI／プルメスタ反乱と米国、９・３０事件と中国――と考えられた。
　また、オランダはインドネシア独立後も西イリアン（現在はパプアと呼ば
れる）を領有し、インドネシアにその領有権を移譲することを拒んでいた。
スカルノ大統領は反帝国主義・反植民地主義キャンペーンを大々的に展開し、
インドネシアにあった蘭・英・米国の企業や農園を接収し、１９６１年にはオラ
ンダを相手に西イリアン解放闘争１８　を、１９６３年には成立したばかりのマレー
シアを相手にマレーシア対決政策１９　を行った。
　このように１９４５年から１９６５年までのインドネシアでは対外的な脅威と国内
的な脅威とが深く結びついており、対外的な脅威が、政府を転覆する、もし
くは政府の正当性を否定し、それに取って変わろうとする具体的な国内的脅
威を伴って立ち現われている以上、独立戦争時のような総力戦による国防が
必要であると認識され、それは全体国民治安防衛システムの正当性を保障す
るものとなった２０。
　しかしながら、１９６６年のスハルト政権成立以降、外的な脅威と内的な脅威
は結びつかなくなった。というよりも、対外的脅威は影を潜め、脅威はもっ
－２５－
をとって鎮圧作戦を行い、反乱は数日のうちに終結したが、スハルトは事件の背後に共産
党がいるとして大規模な共産党殲滅作戦を展開し、数年間にわたり数十万人とも言われ
る人々が軍や民兵によって殺害された。
１８　インドネシアは西イリアンの主権移譲を国連総会で何度も提起したが解決を見なかった
ため、１９６１年に西イリアン解放のために総力戦の態勢をとることを宣言した。１９６２年に
はオランダ軍とイリアン沖で交戦している。オランダは西イリアンの施政権を国連に移
し、地域住民に帰属を選択させる住民投票を行うことが国連で決まった。スハルト政権
成立後の１９６９年に西イリアンはインドネシア帰属が決まった。
１９　スカルノは、１９６３年に成立したマレーシアはイギリスによる新植民地主義的政策によっ
て生まれたものであり、容認し難いと非難して「マレーシア粉砕」をスローガンに対決政
策を開始した。局地的には軍事作戦も行われた。９・３０事件後にスカルノが失脚してから、
対決政策は終結した。
２０　A. H. Nasution, Towards a People’s Army, Djakarta: c. v. Delegasi, 1964, pp. 46-60.
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ぱら国内的なもの、すなわちインドネシアの国家的一体性を内側から脅かす、
あるいは国内の治安維持に対する攪乱要因となり得る脅威として認識される
ようになった。地方で起きている分離独立運動や、共産党及びダルル・イス
ラーム運動の残党による治安攪乱運動がそれであり、スハルト政権は対外的
な脅威が薄れたことで国内の脅威への対処に専心することができた。国内的
脅威への対処は、ときとして国際社会から人権侵害であるとの批判を受けた
ものの、それは対外的脅威と言えるほどのものではなかった。
　しかし、１９９８年のスハルト体制崩壊後、脅威認識は再び変化する。東ティ
モール、アチェ、パプアでの分離独立運動は活発となり、マルク、カリマン
タン、ポソといった地域での住民抗争や、ジャカルタ及びバリ島でのテロに
よって国内の治安は著しく悪化した。前節で見たとおり、２００３年版国防白書
はかなりの紙幅を割いて、これらの国内的脅威がいかに深刻であるかを説明
している。国内の脅威のみならず、対外的な脅威も復活する。海賊や密輸、
人身売買、密漁、不法移民といった越境犯罪が２００３年白書では非伝統的脅威
として挙げられ、特にインドネシアの治安に大きく影を落としていたテロに
ついては、それが国際的なテロ・ネットワークによって起こったものである
ことが強調され、ここに再び外的な脅威と内的な脅威が結びつくことになっ
た。しかし、テロにしても越境犯罪にしても、これらは治安攪乱要因に過ぎ
ず、１９５０年代及び１９６０年代の冷戦期における外的脅威と内的脅威との結びつ
き――すなわち大国の後ろ盾を背景とした政権転覆の脅威――とは質的に異
なるものであった。そして、２０００年代半ば頃から分離独立運動や住民抗争は
次第に収まっていき、テロ対策も成果を挙げている。
　このように独立後からポスト・スハルト期に至るまで脅威認識は大きく変
化してきた。しかしながら、脅威認識の変化に対応して国防システムが変化
を経験することはなかった。対オランダ独立戦争を背景に１９５０年代初頭に生
まれた全体国民治安防衛システム（Sishankamrata）は、スハルト政権下の
１９８２年に制定された国防法２１　第１条で規定され、ポスト・スハルト期に入っ
－２６－
た２０００年の第２回１９４５年憲法改正では正式に憲法（第３０条第２項）にも定め
られた。現在でも、インドネシア国民は国軍及び警察とともに防衛と治安維
持にあたる権利と義務を持ち、脅威に対しては国民と国家資源を総動員して
これに対処するという基本的な考え方は保持されている。２００２年国防法及び
２００３年と２００８年の国防白書では、「国民」と「治安」にあたる言葉が落ちて
全体防衛システム（Sistem Pertahanan Semesta）となったが、基本的な考え
方は変わっていない。
　全体国民治安防衛システムもしくは全体防衛システムは、前節でも説明し
たとおり、３要素から成る。３要素とは主要要素、予備要素、補助要素であ
り、主要要素は国軍、予備要素と補助要素は一般国民を広く含むとされてい
る。しかし、予備要素と補助要素が具体的に制度化されたことは、インドネ
シアが独立してからこれまでなかった２２。つまり、全体国民治安防衛システ
ムは国軍と国民の一体性をシンボリカルに強調し、国軍の領域構造を正当化
するために必要な概念として機能してきたにすぎなかった。
　国防と治安維持を担ってきたのは国軍であり、その役割も実質的には変
わっていない。警察は２０００年まで国軍の一部であり、陸・海・空軍と警察か
ら成る国軍が国防機能と治安維持機能両方を担ってきたが、ポスト・スハル
ト期になると国軍改革の要求を受けて、２０００年に国軍から警察が分離した。
そして、３軍から成る国軍は国防機能を、警察は治安維持機能を担当するこ
とが法的にも定められたが、前節の図１と図２からもわかるとおり、国軍は
理念的にも実質的にも治安維持機能を担おうとしている。
　また、３軍のうち、陸軍への兵力と役割の偏重についても変化は生じてい
ない。全兵力のうち、陸軍は７６．６％（２００３年）を占め、１９９３年の７７．６％とほ
とんど変わっていない２３。脅威認識が越境犯罪や海の安全保障へと向かう中
－２７－
２１　Undang-undang No. 20 Tahun 1982 tentang Ketentuan-ketentuan Pokok Pertahanan 
Keamanan Negara Republik Indonesia
２２　ただし、近年になって予備要素を制度化するための法案づくりが行われている。
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で海軍や空軍を大規模に増強するといった軍組織の再編成も行われていな
い２４。陸軍は、戦闘部隊である陸軍戦略予備軍（Kostrad、兵力約４万人）と
特殊部隊（Kopassus、兵力約５，０００人）、及び各地域に配置される地方軍管区
司令部の２つに大別される。そのうち、陸軍兵力の６４％を占めるのが後者の
地方軍管区司令部である２５。これは「領域構造」と呼ばれ、州レベルもしく
は州より大きな範囲の地域を管轄する Kodam が１３あり、Kodam の下には県
・市レベルに Korem（Komando Resort Militer）、郡・地区レベルに Kodim
（Komando Distrik Militer）、末端部に Koramil（Komando Rayon Militer）
が配置されている。独立戦争時のゲリラ戦に基づいて独立後に編成されたの
が始まりであった。地域の軍と住民が一体となって当該地域の脅威に立ち向
かうという考え方を反映したものであるという意味で、この領域構造は全体
国民治安防衛システムと表裏一体の関係にある。１９５０年代には地方軍管区の
司令官らが中央政府に対して自立的な態度を見せ、地方反乱を主導したこと
もあったが、その後、中央の政府と軍は地方軍管区司令部の従属に成功し、
スハルト政権期は国内の治安維持のために地域住民を軍の管理下に置く（領
域管理）ための道具としての役割を果たした。ポスト・スハルト期になると、
スハルト独裁時代の残滓として国民から領域構造の抜本的な改変を要求され
ているが、国軍は応じていない。前節でも見たとおり、国防白書も領域構造
が維持されることを強調している。
－２８－
２３　１９９３年においては、陸軍２１万１，０００人（７７．６％）、海軍４万２，０００人（１５．４％）、空軍１万
９，０００人（９％）であった。Robert Lowry, The Armed Forces of Indonesia, NSW: Allen 
& Unwin, 1996, p. 86, p. 99, p. 107.
２４　海軍はポスト・スハルト期が始まった当初、大規模な再編を計画したが、予算的制約から
断念したという。Jun Honna, “Instrumentalizing Pressures, Reinventing Mission: Indone-
sian Navy Battles for Turf in the Age of Reformasi”, Indonesia, No. 86 (October 2008), pp. 
70-71.
２５　２０１１年の『ミリタリー・バランス』によると、国軍の総兵力は３０万２，０００人、陸軍兵力は
２３万３，０００人で、うち１５万人が地方軍区司令部に置かれている。International Institute 
for Strategic Studies, The Military Balance 2011, London: Routledge, 2011, pp. 242-243.
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　陸軍にとって――時代遅れと言われようと――領域構造が必要なのは、陸
軍の兵力の６割強を占める地方軍管区司令部こそが陸軍の他の軍に対する優
位性を担保してきたからにほかならない。そして、脅威認識の大きな変化に
もかかわらず、全体防衛システムという、もはや虚構とも言うべき国防シス
テムが独立以来、今に至るまで存在してきたのは、それが陸軍の領域構造の
必要性を正当化する役割を果たしてきたからであった。
２．国境の「発見」
　とはいえ、陸軍の領域構造の在り方は変化の兆しを見せている。
　開発と領域管理はスハルト体制期において地域社会を支配する両輪となっ
ていたが、それらは国家の周辺部に行けば行くほどなおざりにされてきた。
国境周辺部は小島が点在する広大な海原か深い熱帯雨林に覆われた地域であ
り、どちらであっても管理と開発はきわめて困難だったからである。国境地
域の管理の意識は総じて弱く、国境付近の地域はその存在を忘れられた「裏
口」のようなものであった２６。
　それが変わるのは、ポスト・スハルト期である。経済危機と政治的混乱を
伴う体制転換によって、１９９０年代末以降、インドネシア政府の統治能力は大
きく低下した。その結果、２００３年白書にも詳述されている通り、非伝統的脅
威が生じるようになった。中でも、海賊、密漁、武器等の密貿易、不法移民、
木材の違法伐採といった問題は、この時期になって突然始まったわけではな
いものの、ガバナンスの低下に伴って深刻化した２７。そして、国際的な海上
－２９－
２６　Aditya Batara G, “Indonesian Borderline Management: an Effort to Ensure the Citizen’s 
Security”, in Aditya Batara G and Beni Sukadis (eds.) Border Management Reform in 
Transition Democracies, Jakarta: Lembaga Studi Pertahanan dan Studi Strategis 
Indonesia, 2007, p. 44.
２７　インドネシアを含む東南アジアの越境犯罪については、本名純「マフィア・国家・安全保
障――東南アジアにおける越境犯罪の政治分析」『国際政治』第１４９号（２００７年１１月）、１３０
－１３５ページ。本名は越境犯罪対策をインドネシア国軍が自らの新たな任務とすることで
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交通の要衝であるマラッカ海峡の治安悪化に対しては、周辺国のみならず域
外国からも対策を強く要請されるようになった２８。同時に、海賊や密貿易は
アチェなどの分離独立運動と結びついていると見なされた。つまり、国境を
またぐという非伝統的脅威の性格上、今までほとんど注目されてこなかった
国境及びその周辺地域がにわかに注目されるようになったのであった。
　国境をめぐっては更なる問題がポスト・スハルト期に浮上した。隣国との
国境付近に位置する小島の領有権をめぐる問題である。スハルト体制期、カ
リマンタン島（マレーシアではボルネオ島と呼ばれる）沿岸部のインドネシ
アとマレーシアの国境付近に位置するシパダン島とリギタン島という小島の
領有権をめぐって両国間には係争があった。インドネシアとマレーシア各々
の植民地宗主国であったオランダとイギリスは、１８９１年の協定で北ボルネオ
沿岸海域部の国境線を定めたが、この協定に基づけばシパダン島はオランダ
の管轄下に置かれ、リギタン島はオランダとイギリスの両勢力範囲に置かれ
ていた。オランダ領東インドを引き継いだインドネシアは両島を自国領土と
認識しており、他方でマレーシアは自国の大陸棚の延長を決める上で両島は
きわめて重要であると位置付けていた２９。ただし、両国政府とも対立が表面
化することを避けようとしたため、領有権問題は棚上げされていた。しかし、
マレーシアによる両島付近での観光開発を受けて、１９９１年にインドネシアが
同国に対し「注意喚起」を行ったことから両国関係は一時的に悪化する。
１９９３年にインドネシアのアラタス（Ali Alatas）外相が、両国が揃って国際
－３０－
治安維持に引き続き関与しようとしていると指摘する。同論文、１３６－１３７ページ。また、
インドネシア海域における海賊多発の状況と理由については、佐藤孝一「東南アジアの海
賊問題と東アジア諸国・アメリカの対応――非伝統的安全保障問題をめぐる東アジア協力
の課題」『問題と研究』第３６巻第１号（２００７年１・２月号）、９４－９９ページ。
２８　特に日本と米国は海賊対策のための二国間・多国間の協力を提案した。同論文、１０２－１０９
ページ。
２９　Joseph Chinyong Liow, The Politics of Indonesia-Malaysia Relations: One Kin, Two 
Nations, London and New York: Routledge, 2005, pp.143-144.
────────────
司法裁判所の判断を仰ぐことを提案し、１９９６年に両国は国際司法裁判所への
提訴で合意し３０、対立はいったん沈静化した。そして、ポスト・スハルト期
に入った２００２年１２月、その裁定が出されたのであった。国際司法裁判所は両
島の領有権はマレーシア側にあるとの判断を示した。決め手になったのは、
領有権問題が起こる以前に行われていた、イギリス植民地当局による自然保
護や灯台の設置・維持などが実効支配であると認められたことであった３１。
　この判決は、領土をめぐる係争が国際司法裁判所によって解決した事例と
してしばしば挙げられるが、少なくともインドネシアにとっては係争の終結
を意味するものではなく、むしろ更なる係争の始まりを意味するものであっ
た。インドネシア国内では、領海について定めた１９６０年の政令３２　で両島を自
らの領土の一部と明確に定めず、両島の実効支配の実績面でもマレーシアに
遅れをとったという理由で両島を失うことになったとの声が上がった３３。ま
た、マレーシアが裁定を受けて自国の領海の主張をシパダン・リギタン両島
の南西部分へと大きく拡大させたこともあり３４、インドネシアは次第に態度
を硬化させていった。２００５年３月には係争区域となっているアンバラット海
域でマレーシア船とインドネシア船との間で小競り合いが生じ、２００９年５月
－３１－
３０　Ibid., pp. 144-146.
３１　国際司法裁判所の裁定については、清水展「国境の海、係争の島：ダイビングの楽園・シ
パダン島（北ボルネオ）をめぐる近代の軋轢」『比較社会文化』（九州大学大学院比較社会
文化学府紀要）第１１号（２００５年２月）、１０７－１０８ページ。
３２　Perpu (Peraturan Pemerintah Pengganti Undang-undang) No. 4 Tahun 1960 tentang 
Perairan Indonesia
３３　Suripto, SH “Forword”, in Aditya Batara G and Beni Sukadis (eds.) Border Management 
Reform in Transition Democracies, Jakarta: Lembaga Studi Pertahanan dan Studi 
Strategis Indonesia, 2007, p. i.
３４　アンバラット海域における両国の領有権の主張については、ロバート・クリブ（Robert 
Cribb）作成の地図を参照。Robert  Cribb  “Sipadan,  Ligitan  and  the  disputed  Ambalat 
blocks,” Digital Atlas of Indonesian History, 2010. http://www.indonesianhistory.info/ 
map/sipadan.html?zoomview=1（２０１２年１０月１４日閲覧）
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にはマレーシア艦船によるインドネシア海域への侵入に対してインドネシア
艦船７隻が出動した３５。２０１０年８月には違法操業を行っていたとしてマレー
シアの漁民を拘束したインドネシアの海運当局者がマレーシア側に拘束され
るといった事件も起きており、インドネシアはマレーシアによる領海侵犯に
たびたび抗議している３６。両国間には国境問題の他にも、マレーシアにおけ
るインドネシア人移民労働者をめぐる問題などがあり３７、両国間の関係は現
在も改善されていない。
　こうした中で、インドネシア政府及び国会は国境地域の管理に関する政策
及び法律を矢継ぎ早に出すことになる。２００２年当時、インドネシアでは国境
及び国境付近の地域の管理に関する法令及び担当機関は設置されていなかっ
た３８。２００２年国防法でも２００３年国防白書でも国境地域の管理は国防任務とは
定められてはいない。それが、２００４年国軍法３９　においては国境地域の治安維
持は国軍の役割の一つであると定められることになった（第７条第２項ｂの
４）。これは、２００２年１２月のシパダン、リギタン両島に関する国際司法裁判所
の裁定を受けて、２００４年国軍法の中に国軍の任務として新たに設けられたも
のであったと考えられる。また、２００５年には最周縁部の小島の管理に関する
－３２－
３５　タン・シュー・ムン「マレーシア――安全保障に関する展望と課題」『アジア太平洋諸国
の安全保障上の課題と国防部門への影響』（国際共同研究シリーズ５）防衛省防衛研究所、
２０１０年１０月、３２ページ。
３６　リザール・スクマ「インドネシア――安全保障の展望、国防政策、地域協力」『アジア太
平洋諸国の安全保障上の課題と国防部門への影響』（国際共同研究シリーズ５）防衛省防
衛研究所、２０１０年１０月、７－８　ページ。
３７　近年のインドネシアとマレーシアの関係については、Khadijah Md. Khalid and Shakila 
Yacob, “Managing Malaysia-Indonesia Relations in the Context of Democratization: the 
Emerge of Non-state Actors”, International Relations of the Asia-Pacific, Vol. 12, No. 3 
(April 2012), pp. 355-387.
３８　Suripto, op.cit., pp. i-ii.
３９　Undang-undang No. 34 Tahun 2004 tentang Tentara Nasional Indonesia. 法律の全訳は、
増原、前掲論文の付録に掲載されている。
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大統領令第７８号４０　が出されて、それに基づいてインドネシアの国境付近にあ
る９２の小島が特定され、そのうち２００８年版国防白書にも詳述されている１２島
で国境紛争が起きる可能性が高いとされた４１。２００６年にはインドネシア国家
開発企画庁が国境管理マスター・プランを発表し、その中で国境管理は優先
順位の最も高い政策の一つであることが強調されている４２。同じ２００６年の２
月、インドネシア国会は国家領域法案を上程し、同法は２００８年１１月に可決、
成立した４３。この法律では、国境は二国間及び三国間の交渉、法律の規定、国
際法に基づいて決定すること（第５条）４４、政府及び地方政府が国家領域と国
境地域の管理の権限を持つこと（第９条）、またその管理を担当する部局を設
置すること（第１４条）などが定められた４５。
　国境地域の資源保全や開発、住民の福祉向上を目指す法律や条文もつくら
れるようになった。沿岸地域及び小島の管理に関する２００７年の法律４６では、
政府や地方政府がこれらの地域の資源や生態系を管理・保全する責任と権限
を持ち、地域住民の生活の向上にも役立てることが定められている。また、
２０１１年に制定された貧困者対策法４７　では、第２５条で国境地域における貧困者
－３３－
４０　Peraturan Presiden No. 78 Tahun 2005 tentang Pengelolaan Pulau-pulau Kecil Terluar
４１　Batara, op.cit., p. 47.
４２　Beni Sukadis, “Border Issues as Part of Law Enforcement”, in Aditya Batara G and Beni 
Sukadis (eds.) Border Management Reform in Transition Democracies, Jakarta: Lembaga 
Studi Pertahanan dan Studi Strategis Indonesia, 2007, p. 54.
４３　Undang-undang No. 43 Tahun 2008 tentang Wilayah Negara
４４　ただし、第６条第３項の解説では、領域に関する合意が得られない場合には国境線確定
は一方的に行われると定められている。
４５　この法律には具体的な国境線についての条文はない。
４６　Undang-undang No. 27 Tahun 2007 tentang Pengelolaan Wilayah Pesisir dan Pulau-
pulau Kecil
４７　Undang-undang No. 13 Tahun 2011 tentang Penanganan Fakir Miskin. 法律の全文につい
ては、増原綾子「ポスト・スハルト期のインドネシアにおける社会保障・福祉政策の展開
――２００４年国家社会保障システム法、２００９年社会福祉法、２０１１年貧困者対策法を中心に」
『国際関係紀要』（亜細亜大学国際関係学部）第２２巻第１号（２０１２年９月）、１３－７３ページ
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対策として、農業・漁業・手工業分野における生計手段の提供や資金援助・
取引支援、施設・インフラ整備、機関・行政の強化、資源の保全と有効利用、
治安維持と資源確保、外国文化からの現地文化の保持能力の向上といった項
目が盛り込まれた。これらの法律や条文の存在は、辺境に行けば行くほど住
民は開発と福祉の恩恵に与ることができず、それが国境管理の脆弱性を招い
ているとの考え方が出てきたことを反映している。そして、国境地域の管理
を狭い意味での安全保障の問題として捉えるのではなく、開発・福祉政策と
不可分の関係にあると捉える見方が定着しつつあることを示すものでもあっ
た。
　こうした文脈の中で、２００８年版国防白書は国境地域・最周縁部の治安維持
を国軍の新たな主要任務として位置付けた。２００４年国防法ですでに国境地域
の治安維持は国軍の主要任務であると定められたが、２００８年白書はさらに踏
み込んで国境地域の治安維持は国軍の「領域機能」であると表明した。こ
の新しい任務は、実際に地方軍管区司令部の構造にも変化を与えている。
２０１０年、カリマンタン島を管区としていた陸軍の第６タンジュンプラ軍管
区司令部（Kodam VI/Tanjungpura）が２つに分割され、東カリマンタン
と南カリマンタンを管轄する第６ムラワルマン軍管区司令部（Kodam VI/ 
Mulawarman）と、西カリマンタンと中カリマンタンを管轄する第１２タン
ジュンプラ軍管区司令部（Kodam XII/Tanjungpura）とになった。１９５０年代
に地方軍管区司令部が設置されて以来、地方反乱をほとんど経験してこな
かったカリマンタン島は常に一つの軍管区であり、二つに分割されたのはこ
れが初めてであった。分割の理由として、カリマンタン島は南シナ海に直接
面しており、また陸上ではマレーシアと９６６に及ぶ長い国境線を接してお
り、脅威レベルが十分に高いとの判断があったことが挙げられている４８。
－３４－
の付録に記載。
４８　Kodam VI / Mulawarman, Sejarah Kodam VI, www.kodam-mulawarman.mil.id/profile/ 
sejarah（２０１２年９月３０日閲覧）
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　２００５年以降のインドネシア－マレーシア間の国境紛争の背景には、２００２年
のシパダン、リギタン両島の帰属をめぐる国際司法裁判所の判決をきっかけ
とした国境地域の管理に対するインドネシア国内での関心の急速な高まりが
あった。しかし、政府及び国会と国軍は国境地域の治安維持の強化という点
では一致しながらも、主導的に国境地域の治安維持を担うのは誰なのか――
国軍なのかそれ以外の組織なのか、また国軍であるとすれば陸軍なのかそれ
以外の軍なのか――といった議論では必ずしも一致があるわけではない４９。
２００８年国家領域法には国境地域の管理を担うのは国軍であるといった条文は
存在しない。２００４年国軍法及び２００８年国防白書と２００８年国家領域法との間に
は、このような「ずれ」が存在している。また、有識者や国民の間では国境
地域の管理を国軍に委ねることに対する反対意見も存在する５０。こうした「ず
－３５－
４９　海域の治安維持を担当する機関としては、海軍の他に、国家警察下に置かれている海上
警察（Polair, Polisi Air）、運輸省下に置かれている海上沿岸警備隊（KPLP, Kesatuan 
Penjagaan Laut dan Pantai）があり、これらの活動を調整する機関として大統領直下の海
上保安調整庁（Bakorkamla, Badan Koordinasi Keamanan Laut）が存在する。しかし、海
上警察と海上沿岸警備隊はいずれも海上での犯罪行為を取り締まることを主要任務とし
ている。Jun Honna, op.cit., pp. 65-74. 海上での犯罪行為を取り締まる機関が複数存在し、
任務の重複があるとの批判から、現在、海上保安調整庁の下に海上沿岸警備機関（Penjaga 
Laut  dan  Pantai）を新たに設置する計画がある。Willem  Nikson,  Kewenangan  dan 
Identitas Lembaga Penjaga Laut dan Pantai sebagai Penegak Hukum Keselamatan, 
Jakarta: Badan Koordinasi Keamanan Laut Republik Indonesia 2009. 他方、２００４年国軍法
では国軍の主要任務として国境地域の治安維持を定めているが（第７条第２項ｂの４）、
海上の犯罪行為の取り締まりについては「海賊、強奪、密輸に対する航海及び航空の安全
確保面での政府への支援」と定めており（第７条第２項ｂの１４）、２００４年国軍法を見る限
りにおいては、国境地域の治安維持と海上の犯罪行為の取り締まりとを別任務として分
け、前者については国軍の主要な任務とし、後者については警察等他の政府機関の主要な
任務とし、国軍の役割は補助的なものとしていることがわかる。また、同法では他国と
の陸続きの国境地域の治安維持についてはこれを陸軍の主要任務の一つとして定めてい
るが（第８条ｂ）、海上の国境地域の治安維持に関してはこれを海軍の主要任務とすると
いった明確な言及はない。増原「インドネシアにおける政軍関係の変容――２００２年国防
法及び２００４年国軍法に注目して――」１９３－１９４ページ。
５０　Batara, op.cit., p. 51. Sukadis,op.cit., p. 57.
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れ」や不一致を国軍がどのように認識しているかはさておき、国軍は国境地
域の治安維持を領域管理の一環として国内紛争終結後のインドネシアにおけ
る自らの主要任務と位置付けつつある。
３．インドネシアの対外防衛と ASEAN 
　建国以来、インドネシアはいかなる国とも二国間・多国間に限らず軍事的
同盟関係を結ばないという政策を一貫して継続してきた。冷戦時代において、
スカルノ大統領時代の末期には中国・北朝鮮といった共産主義諸国に傾き、
またスハルト体制初期においては欧米諸国や日本など西側寄りの姿勢を明確
に示したものの、大国の政治的関与を嫌い、「自由かつ積極的」（bebas dan 
aktif）を旗印に外交政策を進めてきた。１９６７年に他の東南アジア４カ国とと
もに創設した ASEAN においても、大国の干渉を受けず、距離をとることで、
地域の自立性と平和を目指してきた点では変わらない。また、加盟国首脳同
士の交流と信頼醸成は域内の友好関係と安定に大きく貢献し、そのことはス
ハルト体制期の政府及び国軍をして、対外防衛ではなく国内の統治と治安維
持に専心することを可能にした。
　スハルト体制期において明確な対外的脅威が存在せず、もっぱら国内の治
安維持のために軍事力が行使されていたことは、この時代に主要装備の更新
があまり行われず、その老朽化した装備の買い替えに頭を悩ませている国軍
の現在の姿からも理解できる。軽武装のゲリラを相手にするのに近代的な重
装備は必要なく、ましてや海軍や空軍の装備増強は必要なかった。ゆえに、
スハルト体制期において国軍は強い政治的影響力を持ちながらも国防予算は
低く抑えられてきた。ポスト・スハルト期において国軍改革への要求が高ま
り、同時に非伝統的脅威や国境地域の管理の問題がクローズアップされる中
で、国軍はプロフェッショナルな軍隊へと生まれ変わるためには近代的な装
備を調達し、将兵に対して十分な賃金と福祉を提供することが必要であると
訴え、予算の大幅な増額を要求するようになった。それは国防白書の中でも
－３６－
繰り返し主張されている。しかし、国防予算の要求額と実際に認められた達
成額との間には大きな乖離があった５１。近年になって国防予算は増額されつ
つあるが５２、２００８年国防白書の中で望ましいとされている対 GDP 比２％を実
現するのは容易ではないだろう。
　ASEAN はこうしたインドネシア国軍の物理的弱さを外交面で補う役割を
果たしてきた。インドネシアは、ASEAN の枠組で域外大国の干渉を退け、
同時に他の加盟国とも ASEAN の場を通じて信頼醸成に努め、加盟国を東
南アジア全体に拡大することで、軍事力の弱さを補完してきたと言える。そ
れはインドネシアが ASEAN の創設と発展に４５年間関わってきたことの成
果でもあった。こうした自負は、２００８年国防白書の中で ASEAN をEU と並
べるといった表現にも表れている。インドネシアはまた、２００３年に ASEAN 
安全保障共同体（後に ASEAN 政治安全保障共同体、以下 APSC）の創設を
提案して以来、一貫してその推進役を果たしてきた５３。同年１０月に採択され
た第二 ASEAN 協和宣言では、紛争予防・紛争解決・平和構築メカニズムを
確立することが目標として盛り込まれた５４。インドネシアは ASEAN 平和維
持軍構想さえ提案した５５。これについては他の加盟国が難色を示したことで
－３７－
５１　例えば、２００２年の場合、陸軍と海軍についていえば、達成額は要求額の３分の１ほど
しかなかった。２００６年でも達成額は要求額の２分の１ほどであったという。Connie 
Rahakundini Bakrie, Defending Indonesia, Jakarta: Gramedia, 2007, p. 116, p. 120.
５２　スクマ、前掲論文、１１ページ。
５３　庄司智孝「ASEAN 安全保障共同体の研究」『防衛研究所紀要』第１０巻第２号（２００７年１２
月）、３３－３４ページ。
５４　同論文、３７ページ。
５５　インドネシアの平和維持軍構想提案とそれへの反対論については、同論文、３８－３９ページ
参照。ただし、ここでの紛争が国家間の紛争なのか国内の紛争なのか明確ではない。イ
ンドネシアのハッサン（Hassan Wirayuda）外相は平和維持軍構想の提案理由として国内
の紛争を取り上げたという。同論文、３８ページ。しかし、APSC のブループリントでは、
紛争予防・平和構築について「ASEAN 加盟国間の」（between or among ASEAN 
Member States）及び「ASEAN 諸国と非 ASEAN 諸国の間の」（between ASEAN 
Member States and non-ASEAN member countries）という表現が使われており、域内
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実現しなかったが、紛争予防・紛争解決メカニズムに強制力を持たせようと
インドネシアが考えていたことを示すものであった。２００４年１１月にラオスで
行われた第１０回 ASEAN 首脳会議ではビエンチャン行動計画が採択され、
APSC の戦略目標は政治的発展、規範の形成と共有、紛争予防、紛争解決、
紛争後の平和再構築であると定められ、特に紛争予防、紛争解決、紛争後の
平和再構築については、軍高官の交流を通じた信頼醸成や防衛政策の透明性
向上、早期警戒システムの構築、ARF の強化、既存の平和維持センターの活
用や人道支援センターの設立などが挙げられた５６。２００６年には APSC 創設を
前提として ASEAN 国防相会議が開催され（２０１０年に ASEAN 拡大国防相
会議）、国防相らの対話と協力を通じて地域の平和と安定を促進することが
期待された。
　しかしながら、APSC 創設を目指して紛争の予防やその平和的解決のため
の制度構築が進められている、まさにその間にインドネシア－マレーシア間
で国境紛争が起こったことは、上で見た通りである。インドネシアは自らが
当事国となっている二国間の紛争を平和的に解決することができず、ASEAN 
に調停を委ねるという意思も示していない。また、２００８年に起き、その後も
断続的に続いたプレアビヒア寺院及び周辺地域をめぐるタイとカンボジアの
国境紛争５７　についても、ASEAN は紛争調停機能を果たすことができなかっ
た５８。領土問題をめぐる二国間の紛争は当事国の国民を巻き込む形での感情
－３８－
・域外の国家間の紛争を念頭に置いたものとなっている。ASEAN Secretariat, ASEAN 
Political-Security Community Blueprint, www.aseansec.org/22337.pdf, p. 11（２０１２年９月
２４日閲覧）
５６　庄司、前掲論文、３８ページ。ASEAN Secretariat, op.cit., pp. 11-14.
５７　プレアビヒアをめぐる問題については、山下明博「世界遺産をめぐる国境紛争：プレアビ
ヒア寺院遺跡」『安田女子大学紀要』第３９号（２０１１年）、２４３－２５３ページ。
５８　２０１１年２月、インドネシアは ASEAN 緊急外相会議を開催して同国が中心となって監視
団を派遣することを提案し、紛争解決にイニシアチブをとった。タイとカンボジアは
いったんはそれに同意したが、その後、タイは監視団の派遣を拒否した。インドネシアは
その後も仲介を試みたが成功せず、結局、同年７月に行われたタイ総選挙でインラック
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論に発展しやすく、二国間での妥協も第三国や国際機関による調停も難しい
問題である。インドネシアは主体的に ASEAN の紛争解決メカニズム構築
のために努力しているものの、内政不干渉原則を維持したまま実効力のある
紛争解決メカニズムを構築することは容易ではない。
　域外大国との紛争についても、ASEAN が APSC に有効な紛争解決メカニ
ズムを構築し得るかは未知数である。周知のとおり、フィリピンやベトナム
といった中国に近接した ASEAN 諸国が、１９９０年代から南シナ海に浮かぶ複
数の諸島の領有権をめぐって、この海域のほぼ全域の領有を主張する中国の
強硬な姿勢に直面してきた。この問題をめぐっては利害関係国とそうでない
国との間の足並みの乱れによって、対中国で効果的な対応を取るに至ってい
ない。２００２年には ASEAN －中国間で「南シナ海行動宣言」が合意され、南
シナ海の領有権問題を平和的に解決することが合意された。しかし、「南シ
ナ海行動宣言」は法的拘束力を持たないため、ASEAN はそれを行動規範に
格上げして法的拘束力を持たせようとしているが、中国との良好な関係を優
先したいカンボジアやミャンマーが難色を示しており、行動規範の策定作業
は停滞状況にある５９。このような状況で、ASEAN は域外国との紛争を平和
的に解決できるような制度を APSC に構築することが可能となるのであろ
うか。
　インドネシア政府及び国軍は近年になって南シナ海の問題に以前より強い
懸念を抱くようになっている。２００８年以降、インドネシア当局は同国が排他
－３９－
政権が成立したことでカンボジアとの関係改善が実現した。防衛省防衛研究所「東南ア
ジア――『ASEAN 政治安全保障共同体』形成の課題」『東アジア戦略概観　２０１２』２０１２年
３月、１１７－１２１ページ。国境紛争は２０１２年７月に両軍の撤兵をもって沈静化した。
５９　２０１２年７月に行われた ASEAN 外相会議では南シナ海に関する文言で中国の意向に配慮
したい議長国カンボジアと、中国との紛争当事国となっているフィリピンやベトナムと
の間で溝が埋まらず、ASEAN 設立以来、初めて共同声明の採択がなされないまま閉幕し
た。「南シナ海行動宣言」の行動規範策定作業も先送りとなった。『朝日新聞』２０１２年７
月１４日。
────────────
的経済水域としているナトゥナ諸島周辺の海域で中国漁船を繰り返し拿捕し
ており、２０１０年には中国の武装艦艇から威嚇されたことを報告している。
２０１０年７月に国連インドネシア代表部は国連大陸棚限界委員会に対して「南
シナ海のほぼ全域の領有権を持つとする中国側の主張は国際法上の根拠を欠
いている」との書簡を送付したという６０。つまり、この問題では中国に近接す
るフィリピンやベトナムのみならず、インドネシア自身も中国との間で利害
が衝突する当該国となりつつある。
　図３でも見たように、インドネシアは大国を含む国際社会との関係を 
ASEAN という枠組で対処してきた。少なくとも、そのような認識の下に外
交・国防政策を進めてきた。しかし、中国の急速な台頭による地域の不安定
化と ASEAN の結束力の限界は、インドネシアをして二国間防衛協力の強化
に向かわせている。特に、米国との防衛協力の強化は顕著である。２００８年国
防白書も米国との二国間協力が進展していることを強調していたが、その後
も２０１０年６月には米国との間で「防衛分野における協力活動の枠組み協定」
を締結し、翌７月に米国は人権問題を理由にそれまで凍結してきたインドネ
シアの陸軍特殊部隊（Kopassus）と警察機動隊（Brimob）との軍事交流を
再開させた。同年１１月にはインドネシアと米国との間で包括的パートナー
シップが締結され、２０１１年１１月には米国がインドネシアにＦ－１６戦闘機を２４
機供与すると発表している６１。
　インドネシアが二国間防衛協力を強化しているのは米国とだけではない。
中国との間ではそれまで ASEAN 及び ARF の枠組に依拠し６２、二国間の防
－４０－
６０　スクマ、前掲論文、８－９　ページ。
６１　防衛省『防衛白書　平成２４年度版』２０１２年、５８－５９ページ。及び、福田保「東南アジアにお
ける米国と中国の軍事ネットワークの比較――パワ ・ートランジションと軍事的連携バラ
ンス」日本国際問題研究所『日米中関係の中長期的展望』２０１２年３月、２１０－２１１ページ。
６２　リザール・スクマ「中国の台頭へのインドネシアの対応――不確実性の中で増大する安
心感」恒川潤編『中国の台頭――東南アジアと日本の対応』（国際共同研究シリーズ４）
防衛省防衛研究所、２０１０年７月、１５０－１５１ページ。
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衛協力はほとんど進展させてこなかったのに対して、２００５年４月に戦略的
パートナーシップの締結で合意し、防衛技術協力に関する覚書に調印して、
中国からインドネシアへの対艦ミサイルの売却でも合意した。２００６年には二
国間の防衛対話も開始され、２０１１年にはミサイルの共同生産でも合意してい
る６３。中国に対してインドネシアは良好な二国間関係を維持しながら、南シ
ナ海の問題ではあくまで多国間すなわち ASEAN や ARF を協議の場とする
立場をとっていると見ることができる。
　米国と中国のみならず、２００８年版国防白書でも見たとおり、インドネシア
はインド、ロシア、オーストラリアといった ASEAN 域外の大国や地域大国
との二国間防衛協力を進めている。特定の国と軍事同盟を結ばないという外
交・国防政策の一貫性は保ちつつ、ASEAN の枠組を尊重しながら、全方位
的な二国間防衛協力を近年、積極的に進めていると言える。
　南シナ海をめぐる問題は、二国間の防衛協力を促進させるだけではなく、
国軍の長年の懸案を軽減することにも貢献している。大国の関心が南シナ海
の問題に向かうようになり、特に米国はアジア太平洋地域を最優先地域とし
て外交・防衛政策を転換し、軍事力の小さい東南アジア各国へのテコ入れを
進めているからである６４。インドネシア国軍は米国からＦ－１６戦闘機を供与
されたのみならず、２００８年には海洋監視用レーダー７基を供与された６５。国
軍は日本に対しても軍事装備や物資の供与を期待している６６。他国からの装
－４１－
６３　福田、前掲論文、２１４－２１５ページ。
６４　『朝日新聞』２０１１年１０月３１日。
６５　米国から支援を受けているのは国軍だけではない。インドネシア国家警察は哨戒艇１５隻
を供与された。『海洋安全保障情報』２００８年１月、８－９　ページ。２０１２年に入ってからは、
インドネシア運輸省は米国との間で港湾施設の保安態勢強化の協力、装備購入と訓練の
ために１０２万ドルの資金援助を受けることで合意した。『海洋安全保障情報』２０１２年４月、
１５ページ。
６６　『朝日新聞』２０１２年８月２６日。ただし、日本の防衛省による支援は技術面に限られており、
他国の軍関係機関への物資や資金の援助は禁止されている。
────────────
備供与を期待するのみならず、インドネシア政府は最近になって国防費を以
前より増額し、海軍・空軍向けの装備調達強化の姿勢を示している６７。そし
て、隣国との国境紛争や中国の台頭による南シナ海の不安定化といった新し
い脅威への対処として、老朽化した装備を買い替えるためには国防予算の増
額はやむを得ないといった国民的コンセンサスづくりにも腐心し始めた６８。
国防予算を獲得する上で国内的な脅威を強調するだけでは国民や国会議員を
納得させることができなかった国軍にとって、新たな対外的脅威は大きな
「機会」となり得る。しかし、仮に海軍や空軍への装備調達が強化されれば、
その結果としてこれまで大きな変化のなかった国軍組織、国防システムに何
らかの変化が生まれるかもしれない。
おわりに
　本稿は、２００３年版と２００８年版の国防白書を主な分析材料としながら、ポス
ト・スハルト期のインドネシアにおける安全保障観や脅威認識、国防政策な
どについて論じてきた。しかし、これらの変化が政軍関係にどのような変化
を生みつつあるのかについては本稿では触れなかった。それについては稿を
改めて議論したい。
　インドネシアはスハルト体制崩壊から１５年を迎えようとしており、その間、
国内外の安全保障環境は劇的な変化を遂げた。その中で国軍の役割も大きく
変容し、新しい脅威の台頭によって国軍の在り方は大きな転換点に差しか
かっている。現在、２０１３年版国防白書の公刊が進められている。安全保障環
－４２－
６７　スクマ「インドネシア――安全保障の展望、国防政策、地域協力」１１－１３ページ。
６８　２００９年に起きた空軍航空機やヘリコプターの４件の墜落事故は国軍の装備の老朽化を国
民に直接的に実感させることになった。この事故のあと、ジョコ・サントソ（Djoko 
Santoso）国軍司令官は、陸軍の車両の６２％、航空機の３１％、海軍艦艇の１７％しか使用可
能な状態にないことを表明しており、同時期に国軍は２１％の予算増額を勝ち取っている。
The Military Balance 2010, pp. 384-385. Media and Security Sector Reform, Newsletter, 
Edition IV / June / 2009, pp. 2-4.
────────────
境や脅威認識の変化が新しい白書にどのように反映されるのか、国軍の役割
がどのように位置付けられるのか、今後も注視していきたい。
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